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Ⅰ 概観 
１ 一般情報 

 グレナダ 日本 
面積 約 340k ㎡1 

本島の他、ｸﾞﾚﾅﾃﾞｨｰﾝ諸島主要 8 島及

び 120 余りの小島からなる 

377,973.56k ㎡  (2023 年) 2 

 

位置 北緯 12 度～12 度 30 分 
西経 61 度 30 分～45 分 

東経 123～154 度 

北緯  20～ 46 度 
時差 日本との時差は－13 時間 
気候 熱帯性 

乾期：12～5 月、雨期：6～11 月 
ﾊﾘｹｰﾝｼｰｽﾞﾝ：6～10 月 
年平均気温：26.33 度（2022 年） 
年間降水量：1805.8 ﾐﾘ（2021 年）3 

（東京）(2022 年)  

8 月: 32.0℃, 1 月: 9.4℃ 

年間降水量：1615.5 ミリ4  

 

人種・人口 125,438 人（2022 年）5 
人口増加率：0.7%（2022 年）6 
人種構成： 
アフリカ系        82.4% 
混血              13.3% 
インド系          2.2% 
その他          2.2%7 

１億 2463 万人 

 （2023 年 2 月）8 

 

 

国旗 旗の周囲を国民の勇気と活力を表す深紅の太線で囲み、上段と下段

の線上に 3 つずつ、そして旗の中央にもう 1 つ、円で囲った金色の

星を配している。これは 7 の教会区を示すと共に、希望と理想を意

味している。深紅の線の内側を 2 本の対角線で仕切った上下の金色

部分は、国民の知恵と友情の象徴であるとともに、太陽も表してい

る。また左右の三角緑色部分は肥沃な国土と農業を表し、左方の緑の

中に配したナツメグの実はスパイス・アイランドとしての象徴。 
主要都市 首都：セントジョージズ 
1 人当たり GDP／ 1人当たり GDP（米ドル）  9,689    （2022） 

 
1 World Bank：http://databank.worldbank.org/data/reports.aspx?source=world-development-indicators 
2 国土地理院, 全国都道府県市区町村別面積調. https://www.gsi.go.jp/KOKUJYOHO/MENCHO-title.htm 
3 The Climate Knowledge Portal: https://climateknowledgeportal.worldbank.org/country/grenada  
4 気象庁. 各種データ・資料. https://www.data.jma.go.jp/obd/stats/etrn/index.php?prec_no=44&block_no=47662&year=2022 
5 World Bank：https://data.worldbank.org/country/grenada 
6 World Bank：https://data.worldbank.org/country/grenada 
7 CIA、 The World Factbook：https://www.cia.gov/the-world-factbook/countries/grenada/ 
8 総務省統計局, 統計データ. http://www.stat.go.jp/data/jinsui/  
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GNI9 1 人当たり GNI        9,070  （2022） 

社会 他の東カリブ諸国同様、社会指標は比較的高くなっている。 
宗教 キリスト教徒 85.2％、その他 14.8%10 
文化・習慣 シナモン、ナツメグ、クローブ、ブラック・ペッパー、バニラ等数々

の香料が取れるため、香辛料の島（Isle of Spice）と呼ばれている。

公用語は英語だが、高齢者の間では、フランス語が現地化した   

パトワ(patois)も話されている。スポーツはクリケットとサッカーが

盛ん。 
教育 英国に倣った教育制度、５～１６歳までの１２年間が義務教育 

 
２．略史 

グレナダ史 
西暦 出来事 
1498 
1609 
1664 
1674 
1763 
1783 
1795 
1958 
1960 
1967 

 
1974 
1979 
1983 
1984 
1990 
1995 
1999 
2003 
2008 
2013 

コロンブスにより「発見」 

英国人による入植開始 

フランス西インド会社による所有 

フランス領となる 

英国に割譲 

ベルサイユ条約により英国領に確定 

反英国統治勢力による英国人大虐殺 

英領西インド諸島連邦加盟（～62） 

普通選挙 

英国の自治領となる 

グレナダ統一労働党（ＧＵＬＰ）エリック・ゲイリー政権 

２月７日独立 

新宝石運動(ＮＪＭ)人民革命モーリス・ビショップ政権 

反政府勢力鎮圧のための米軍等による侵攻 

総選挙: 新国民党（ＮＮＰ）政権 

国民民主会議（ＮＤＣ）と国民党(ＴＮＰ)の連立政権 

総選挙：ＮＮＰ政権 

総選挙：ＮＮＰ政権 

総選挙：ＮＮＰ政権 

総選挙：ＮＤＣ政権 

総選挙：ＮＮＰ政権 

 
9 World bank: https://databank.worldbank.org/indicator/NY.GDP.PCAP.CD/1ff4a498/Popular-Indicators 
10 CIA、 The World Factbook：https://www.cia.gov/the-world-factbook/countries/grenada/#people-and-society 
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2018 
2022 

総選挙：ＮＮＰ政権 

総選挙：ＮＤＣ政権 

 
a. 独立以前 
１４９８年８月１５日、コロンブスの３度目の航海で「発見」されました。１６０９年、

英国人によって入植が試みられましたが、カリブ族の抵抗に遭い、失敗しました。１６５０

年、マルティニークのフランス人植民者がグレナダへの植民に着手しましたが、効果があが

らず、１６６４年にはフランス西インド会社に売却され、１６７４年には王室所有となりま

した。フランス統治のもと砂糖生産が導入され、アフリカから大量の奴隷が動員されまし

た。１７６３年には正式に英国に割譲され、イギリス式のプランテーションが導入されまし

た。米国独立戦争の際にフランスによって再び占領されましたが、１７８３年のベルサイユ

条約によりイギリス領に確定しました。イギリス統治下で、砂糖に代わって導入されたカカ

オ、ナツメグは、この国の主要輸出品となりました。グレナダは、１９５３年１月から１９

６２年英領西インド諸島連邦に加盟しましたが、同連邦の崩壊に伴い、１９６７年に英国を

宗主国とする自治領となり、１９７４年２月７日に独立しました。 

 
b. 独立以降 
独立前に労働運動で頭角を現したエリック・ゲイリーは、自らが結党したグレナダ統一労

働党（ＧＵＬＰ）を率い、１９６０年の普通選挙開始以来政権を維持してきました。しかし、

ゲイリーの独裁的な手法に対する不満が徐々に噴出し始め、１９７０年代に入ると弁護士

モーリス・ビショップなどを中心として反ゲイリー連合である新宝石運動（ＮＪＭ）が結党

されました。１９７９年３月にはゲイリー首相の外遊中にＮＪＭによるクーデターが起こ

り、ビショップを首相とする社会主義の人民革命政権が誕生しました。しかし、人民革命政

府は海外からの圧力、ＮＪＭの内紛、経済の不振などから実質上崩壊しました。１９８３

年、政権内でビショップ首相を監禁、殺害する事件が発生し、東カリブ諸国機構（ＯＥＣＳ）

の要請を受けた米軍がグレナダに侵攻しました。 
１９８４年には事態を収拾するための総選挙が行われ、新国民党（ＮＮＰ）が政権を獲得

しました。しかし、ＮＮＰでも内紛が絶えず、政権が目まぐるしく変化し、政情は安定しま

せんでした。１９９０年３月の総選挙の結果、国民民主会議（ＮＤＣ）と国民党（ＴＮＰ）

の連立政権が成立し、ブラフィット首相が誕生したものの、１９９５年には首相が辞任、同

年６月に総選挙が行われました。 
１９９５年６月の選挙では党内若手が主導権を握ったミッチェル党首率いるＮＮＰが勝

利し、ＧＵＬＰの協力で政権を樹立しましたが、１９９６年にはこれが破綻しました。１９

９９年１月の総選挙では、野党の足並みが揃わず、全議席をＮＮＰが獲得するという予想外

の結果となりました。２００３年末の総選挙ではミッチェル首相が再選されたものの、与野

党１議席の僅差となり、２００８年７月に行われた総選挙では、野党ＮＤＣが１１議席を獲
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得して勝利し、１３年ぶりに政権が交代し、トーマス党首が首相に就任しました。 
２０１３年２月の総選挙では、ＮＮＰが全１５議席で勝利し、再びミッチェル首相が返り

咲きを果たしました。２０１６年１１月、憲法改正にかかる国民投票は否決に終わり、ミッ

チェル政権に打撃かと思われましたが、２０１８年３月に実施された総選挙でＮＮＰが再

度全１５議席独占の圧勝を収め、ミッチェル首相が再選されました。２０１９年１１月に

は、クレメンテＮＮＰ議員が党を離脱し野党議員となり、長らく続いた野党不在による与党

独占状態が終結しました。 
２０２２年６月、前倒し総選挙の結果、長期政権であったミッチェル首相のＮＮＰ政権が

敗北し、野党ＮＤＣのディコン・ミッチェル党首を首相とする新政権が発足しました。 
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Ⅱ 政治と外交 
独立年月日 １９７４年２月７日 

政  体 
英国国王チャールズ３世を元首とする立憲君主国 
王権の代行は総督 
総督：セシル・ラグレナード 

立 法 府 上 院 下 院 
議席数 
任期 

政党議席数 

１３議席 １５議席 
5  年 

※上院は首相から７名、野党代表から３

名が推薦。残り３名は首相と各界代表者

との協議に基づく推薦 

国民民主会議（ＮＤＣ）    ９ 

新 国民党（ＮＮＰ)       ６ 

※下院は１５選挙区から各１名選出 

主
要
政
党 

国民民主会議(ＮＤＣ)   党首：ディコン・ミッチェル（首相） 

新国民党（ＮＮＰ)     党首：キース・ミッチェル 

行 政 府 
議院内閣制 
下院優位制 

司法制度 

 治 安 判 事 裁 判 所 (Magistrate's Court) 
 高 等 裁 判 所 (High Court) 
 控 訴 裁 判 所 (Court of Appeal) 
 カリブ司法裁判所 (Caribbean Court of Justice) 

防  衛 グレナダ警察（国防も担当、沿岸警備隊も含む） 
 
１．概観 
英国国王を元首とする立憲君主国家です。民主制が定着している他の英語圏カリブ諸国

と異なり、独立以来専制的な統治が行われ、人民革命政府の樹立と崩壊、米軍による侵攻を

経て、議会民主制に復帰した歴史を持ちます。 
 
２．最近の政情 
２０１３年の総選挙に続き、２０１８年３月に実施された総選挙において、与党ＮＮＰが

再度全１５議席を独占する圧勝を収め、２期連続でミッチェル政権が誕生しました。この与

党支持の背景として、政策への圧倒的な支持ではなく、野党党首の求心力のなさによる結束

の弱さ、強力な野党不在とも指摘されています。総選挙時にＮＤＣを率いたバーク党首は同

年７月に辞任し、アンダル新党首が就任しました。２０１９年１１月にはアレクシス＝ベル

ナディーン元教育大臣がＮＤＣ党首に就任しましたが、２０２０年１１月に健康上の理由

で辞職し、トーマス副党首が代行を務めています。 
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政府は、グレナダが一党独占で、独裁的との懸念に対して、ＩＭＦによる構造調整プログ

ラム期間中に発足した幅広い部門の代表者からなる社会パートナーと、国内情勢に関する

議論のために月に一度の定期会合を開催しており、政府は各界からの助言や意見を有効活

用し、今後も連携していくと明言しています。 
ミッチェル政権は、（ⅰ）生産部門の成長、国家輸出戦略の施行による輸出拡大、中小企

業開発法の導入を通した地域でも目立つ経済成長の継続、（ⅱ）国家債務の削減、（ⅲ）特に

若者及び僻地における失業率の減少、（ⅳ）財政インセンティブ制度の完全施行及び全ての

部門におけるＩＣＴを活用したインフラ投資を基盤とする投資の活性化、（ⅴ）財政責任法

への遵守及び歳出入管理による財政管理、（ⅵ）社会契約論施行への完全コミットメントに

よる社会パートナーとの連携を公約に掲げました。また、２０１６年に国民投票によって否

決された項目のひとつである英国枢密院から独立し、カリブ司法裁判所（ＣＣＪ）への加盟

にかかる国民投票が２０１８年１１月６日再度実施され、カリブ司法裁判所がグレナダに

おける最高裁判所となりました。 
２０１９年１１月にクレメンテＮＮＰ議員が同党を離脱し、野党議員となり、長らく続い

た野党不在の状況が終結しました。２０２０年９月には、内閣改造が実施されました。２０

２２年６月、前倒し総選挙が行われ、通算５期の長期政権となっていたミッチェル首相を党

首とするＮＮＰが敗北し、野党ＮＤＣのディコン・ミッチェル党首を首相とする新政権が発

足しました。 
 
３．行政 
議院内閣制で、下院の多数党の党首が総督により首相に任命され、各大臣は首相の推薦に

より総督が任命します。（参考資料 1.「閣僚名簿」参照） 
 
４．立法 
議会は上院（１３議席）および下院（１５議席）からなる二院制で、実質的な権限は下院

に集中する下院優位制です。下院は１５選挙区から各１名が直接選挙により選出され、上院

は首相により７名、野党代表により３名、首相と各界代表者との協議に基づき３名が推薦さ

れ、総督により任命されます。任期は５年で、下院には解散があります。 

 
５. 政党 
 主要政党は次のとおりです。 
 国民民主会議（National Democratic Congress）(NDC) 
    党首 ディコン・ミッチェル（Mr. Dickon MITCHELL） 
新国民党（New National Party）(NNP) 

   党首 キース・ミッチェル（Dr. Keith MITCHELL） 
  



10 
 

６．司法 
グレナダの司法制度は、（ア）簡易裁判所である治安判事裁判所（Magistrate's Court）、

（イ)高等裁判所（High Court）、（ウ）控訴裁判所（Court of Appeal）、（エ）英国枢密院

（Privy Council）の４層構造になっています。最終審である英国枢密院司法委員会の出し

た見解は法的意見にすぎませんが、グレナダでは憲法上の慣例によりこれに拘束力を与え

ています。 
なお、英国枢密院の死刑廃止ガイドラインを不服とする英連邦カリブ諸国は、トリニダー

ド・トバゴに裁判所を構えるカリブ司法裁判所（Caribbean Court of Justice:ＣＣＪ）を支

持し、２００５年４月にＣＣＪが英国枢密院に代わる最上級裁判所およびカリコム単一市

場経済の紛争処理機関として開所しました。但し、グレナダの最高裁判所としてＣＣＪが機

能するためには憲法改正の手続きが必要であり、今なお英国枢密院が機能しています。 
また、東カリブ諸国内で有効とされる東カリブ最高裁判所（Eastern Caribbean Supreme 

Court）は、グレナダでは地域における監視機関として機能しています。 
 
７．防衛・安全保障 
人民革命政府時代は陸軍、民兵、沿岸警備隊をあわせ約１，６００名の軍隊を保有してい

ましたが、革命政府崩壊後に解体され、現在はグレナダ警察が沿岸警備隊も含め治安維持に

あたっています。東カリブ諸国の地域安全保障システム（ＲＳＳ）に加盟しています。 
 
８．外交 
親米、親英の穏健外交路線をとっており、主に英語圏カリブ諸国で構成するカリブ共同体

（カリコム）、カリブ諸国連合（ＡＣＳ）及び東カリブ諸国で構成される東カリブ諸国機構

（ＯＥＣＳ）の一員として、小国間の結束力の強化を図っています。ＷＴＯ、ＦＴＡＡとい

った国際的なグローバル化の中にあって、小規模経済国の利益をいかに守っていくかが最

大の外交課題となっています。人民革命政府崩壊後、国交が凍結されていたキューバとも関

係が正常化しています。また、１９８５年から１９８９年まで外交関係を有していた中国と

断交し、台湾と国交を結びましたが、２００５年１月に台湾と断交し、中国と再び国交を結

びました。 
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Ⅲ 経済 
１．概況 

グレナダの経済規模は小さく、それを補完するためにカリコム及び東カリブ諸国機構（ＯＥＣＳ）

の両方に加盟し、小島嶼国間の結束力の強化を図っています。経済の中心は観光業と伝統的産

品であるナツメグ、カカオ等主体の農業です。近年では、クルーズ船誘致による観光業の活性化

や投資による市民権プログラム（Citizenship by Investment Programme：ＣＩＰ）による収入にも注力

しています。小島嶼国であり、経済構造は、世界経済やハリケーン等の自然災害などの外的要因

による影響を受けやすいという脆弱性を持っています。また、２０２０年には新型コロナウイルス発

生により、観光産業などに深刻な影響が出ました。 

 
２．近年の経済状況 

１９７４年の独立時、市場は外国資本に独占されていましたが、１９７９年に誕生したビショップ

政権は外国資本の規制を唱え、電話、電気を含む３２の国営企業が誕生しました。その後民営化

が進む中、観光業が急速な伸びを示しましたが、１９９０年代に入ると競争の激化から成長は鈍

化しました。観光業、オフショアの金融業が拡大することで、経済に占める農業の割合は低下傾

向にありますが、貴重な輸出品目、労働力の吸収先として重要な役割を果たしています。 

２０１７年にはグレナダ沖で石油・ガスが発見され、政府は商業利用の可能性を追求する一方、

再生可能エネルギー（特に風力、地熱、太陽光）開発も急務として、経済の多角化を目指していま

す。 

２０１４年には、ＩＭＦによる支援により３年間の構造調整プログラム（２千万米ドルの支援に加

え、世界銀行とカリブ開発銀行（ＣＤＢ）から６千万米ドルの譲許的借款）が行われました。その結

果、２０１３年にＧＤＰ比４％であった財政赤字は、２０１６年には５．３％の黒字へと改善しました。Ｉ

ＭＦは、この期間のグレナダの経済回復は、数ある構造調整プログラムの中で最も財政再建に成

功した例であると発表しました。 

地域の特性として、ハリケーン等の自然災害による経済への影響が大きいことが挙げられま

す。２００２年９月にはハリケーン・リリーによって約７９０万米ドルの被害、２００４年９月にはハリケ

ーン・イワンによって総額２０億米ドル以上の被害が発生しています。 

ＩＭＦ統計によると、２０１６年から２０１９年の実質ＧＤＰ成長率はプラス成長を記録しましたが、

２０２０年のコロナウイルス蔓延により人の移動が規制されたことで、主要産業の観光部門が打撃

を受け、当初予測されていた４％のプラス成長に対し、▲１３．８％と大きく落ち込み、コロナ禍以

前の状況に戻るまでには時間を要しそうです。雇用創出は長期的な課題で、一時期４０％を超え

ていた失業率は、２０１７年に約２４％まで改善しましたが、コロナ禍で２０２０年第２四半期は２８．

４％に悪化、２０２１年第２四半期には１９．５％に改善しましたが、若者の失業率が４２％と課題

は継続しています。 
 
表１ GDP 総額（単位：億米ドル） 
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年 2017 2018 2019 2020 2021* 2022* 

GDP 総額 11.26 11.67 12.13 10.43 11.23 12.16 

（*推定値 出所：IMF World Economic Outlook Database October 2023） 

 

表２ GDP 成長率（単位：％） 

年 2017 2018 2019 2020 2021* 2022* 

成長率 4.44 4.36 0.68 ▲13.76 4.69 6.35 

（*推定値 出所： IMF World Economic Outlook Database October 2023） 

 

表３ インフレ率（消費者物価指数：年間平均）（単位：％） 

年 2017 2018 2019 2020 2021* 2022* 

インフレ率 0.91 0.81 0.60 ▲0.74 1.22 2.58 

（*推定値 出所： IMF World Economic Outlook Database October 2023） 

 
３．産業 
a. 観光業 

観光業関連は主な収入源として外貨獲得の重要な手段になっています。北部における新規ホ

テル開発の拡大に加え、観光農業や医療ツーリズム等、他部門との連携によって観光業を強化

しています。多くの観光客は欧米からで、直接・間接を合わせると観光関連がＧＤＰに占める割合

は５割以上と言われています。 

２０２０年のコロナ感染症拡大による人の移動の規制は、好調だったグレナダの観光産業に大

きな打撃を与える結果となりました。２０１９年は、訪問観光客が５２．５万人でしたが、２０２１年は

７．２万人へ激減、観光客による消費総額も、同５．７億東カリブドルから１．７億東カリブドルへ大

きく減少しました。２０２２年の訪問観光客数は３６.６万人、消費総額は８.８億東カリブドルと急速

に回復しています。 

 
b. 農業・漁業 
グレナダの主要農産品はナツメグで、その他、カカオ、バナナ、柑橘類、アボカド、根菜

類等が生産されており、これらに加え、魚介類も輸出されています。 
２０１９年の漁獲高は２，７３５トンで、７０％をマグロ等の浮魚類が占めています。また、その内

６５３トンが輸出されており、輸出額は６６１万米ドルと、ＯＥＣＳ諸国で最も高くなっています。 

農業・漁業部門は、２０１９年に発表された国家持続的開発計画（２０～３５年）の中で、広義、

包摂的かつ持続可能な経済成長達成のための筆頭部門として挙げられており、加工設備の充実

化による付加価値のある商品、若年層への農業部門への包摂と技術導入、能力研修実施と研究

能力強化、気候に対応した農業が優先項目として挙げられています。 
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４．金融・財政 
東カリブ諸国機構（ＯＥＣＳ）加盟国内では、通貨統合が実現しており、通貨は東カリブ中央銀

行（ＥＣＣＢ）が発行する東カリブドルを使用しています（１９７６年より 1 米ドル＝２．７東カリブドル

で固定）。 

グレナダの財政は、２０１５年以降２０１９年までの総合収支は４年連続で黒字を達成しました

が、コロナ禍の２０２０年には１．２８億東カリブドルの赤字を記録しました。２０２１年も財政収支は

赤字でしたが、赤字額は６４１万東カリブドルと回復傾向を示しています。投資による市民権取得

プログラム（ＣＩＰ）は２０１５年から導入され、２０２２年には政府歳入の１２％程度を占めていま

す。 

公的債務は２０１３年に対ＧＤＰ比１００％を超えていましたが、政府の努力もあり、２０１９年に

は６０％弱まで下がりました。２０２０年以降はコロナ禍により新規借り入れの必要が生じたことか

ら７０％まで上昇しましたが、２０２２年は６４.８％と微減しています。 

東カリブ銀行は、２０１９年３月よりデジタル通貨（Ｄｃａｓｈ）の試験導入を開始し、

グレナダもアンティグア、セントキッツ、セントルシアと共に参加しました。 
 
表４ 公的債務対比割合（単位：％） 

年 2017 2018 2019 2020 2021 2022* 

債務割合 70.40 64.02 58.55 71.41 69.89 63.57 

（*推定値 出所： IMF World Economic Outlook Database October 2023） 
 
５．貿易 
グレナダの貿易は輸入総額が輸出総額を大きく上回り、恒常的に赤字を記録していま

す。主な輸出品はナツメグ、鮮魚、カカオ、果実等の農産品で、総輸出量の約６０％を占

めています。主な輸出先は、米国、欧州、カリブ周辺諸国です。 
 
表５．貿易額 （億東カリブドル） 

年 2017 2018 2019 2020  2021 2022 

輸出 0.81 0.85 0.85 0.60 0.80 0.92 

輸入 11.35 12.61 12.82 10.61 12.14 15.89 

（出所：東カリブ中央銀行） 
 
表６ 主要貿易相手国（地域）別貿易実績（２０２２年） 

 輸出 輸入 
国名 構成比（％） 国名 構成比（％） 

1 米国 16.1 米国 34.0 

2 セントビンセント 3.3 トリニダード・トバゴ 17.3 
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3 香港 2.5 ケイマン諸島 11.8 

4 バルバドス 1.9 ＥＵ 4.3 

5 セントルシア 1.9 中国 3.0 

（出所：WTO Trade Profile 2023） 
 
６．対日貿易 
対日貿易においては、恒常的に輸入額が輸出額を大きく上回っており、輸入の大半は他の

カリブ諸国と同様に自動車です。 
 

表７ 対日貿易（2022 年）（単位：千円） 

対日輸出総額 0 対日輸入総額 1,128,546 

主な輸出品  

 

主な輸入品 自動車      

1,044,941 

原動機       

47,122 

（出所：財務省貿易統計、国別概況品別表） 
 

７． 経済統合 
カリコムに加盟し、他の加盟国と共にカリコム単一市場・経済（ＣＳＭＥ）を推進しており、バハ

マ、ハイチ及び英領モンセラットを除くカリコム加盟国間（１２か国）では単一市場（ＣＳＭ）が２００６

年に開始されました。域内からの輸入は、原産地証明書が発行された場合はゼロ関税です。カリ

コムとして、対ベネズエラ貿易投資協定、対コロンビア貿易経済技術協力協定、対ドミニカ共和国

自由貿易協定、対キューバ貿易経済協力協定、対コスタリカ自由貿易協定に署名しています。 

カリコム及びカリブ諸国連合（ＡＣＳ）を通じて、南米南部共同市場（ＭＥＲＣＯＳＵＲ）、中米統合

機構（ＳＩＣＡ）等の中南米経済との幅広い連携も進めています。また、１９５１年に発足した米州機

構（ＯＡＳ）にも加盟しています。２０１１年には中南米カリブ諸国共同体（ＣＥＬＡＣ）が発足し、ＯＡ

Ｓから米国及びカナダを除いた全ての中南米諸国（３３か国）が加盟し、域内での政治・経済・社

会・文化の側面の統合を長期目標に掲げています。 

また東カリブ諸国機構（ＯＥＣＳ）として、域内の往来自由化を開始し、現在さらなる経済統合を目

指しています。ＯＥＣＳは、既に通貨統合を達成しており、各国間の経済格差も小さいことから、カ

リコムに比べ、高いレベルでの経済統合が実現しているといわれています。 
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Ⅳ 日本との関係 
１．政治・外交 
日本は１９７４年２月７日、独立と同時にグレナダを承認し、翌１９７５年４月１１日に

外交関係を樹立しました。当初は在ベネズエラ大使館がグレナダを兼轄していましたが、１

９８１年４月から在トリニダード・トバゴ大使館が兼轄することになりました。グレナダは

駐日大使館を設置していません。 

グレナダは、１９９３年に国際捕鯨委員会（ＩＷＣ）に加盟し、海洋生物資源の持続可能

な利用の立場を支持しています。 
 

２．開発協力 
日本のグレナダに対する開発協力は、脆弱性の克服を基本方針として、防災・環境、水産

を中心に行われています。１９８９年度以降、９件（計５４．９４億円）の水産無償資金協

力を実施したほか、１９９７年度以降、草の根・人間の安全保障無償資金協力を２９件実施

し、２０２０年度にはサルガッサム海藻対策としての機材供与（２億円）を決定しました。

また、２００４年度のハリケーン・アイバンの被害に対して、緊急援助物資供与を２件（計

１，３７０万円）実施しました。 

技術協力では、１９７７年度以降、１６１人の研修員を我が国に受け入れており、１９８

９年度以降、水産分野を中心に専門家５人（広域専門家・短期専門家を含む）を派遣しまし

た（２０２１年度までの累計）。また、２００９年度からはカリコム諸国を対象とした開発

調査事業のカリブ地域漁業・水産業開発・管理マスタープラン開発調査（３年間）、２０１

３年度から２０１８年度はＯＥＣＳの６か国を対象としたカリブ地域漁民と行政の共同に

よる漁業管理プロジェクト（５年間）を実施し、２０２０年度からはその後継として、カリ

ブ地域漁民と行政の共同による沿岸水産資源の保全管理強化プロジェクトが開始されまし

た。 

 
（参考：無償資金協力の実績） 
1989 年度 

1990 年度 

1994 年度 

1995 年度 

1998 年度 

1999 年度 
2002 年度 

2009 年度 

2013 年度 
2014 年度 

沿岸漁業開発計画（1/2） 

沿岸漁業開発計画（2/2） 

セントジョージズ漁業施設建設計画（1/2） 

セントジョージズ漁業施設建設計画（2/2） 

メルヴィルストリート魚市場建設計画（1/2） 

メルヴィルストリート魚市場建設計画（2/2） 
グレンヴィル水産物流通改善計画 

ゴーブ伝統的漁業地域基盤改善計画 

途上国の要望を踏まえた工業用品等の供与 
水産関連機材整備計画 

（2.16 億円） 

（4.61 億円） 

（2.99 億円） 

（5.02 億円） 

（6.05 億円） 

（3.56 億円） 

（14.01 億円） 

（21.60 億円） 

（2.00 億円） 
（4.84 億円） 
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2014 年度 
2015 年度 
2019 年度 
2020 年度 

中小企業ノンプロ（教育用機材等）  
経済社会開発計画（防災機材） 
経済社会開発計画（水産機材） 
経済社会開発計画（サルガッサム対策機材） 

（1.00 億円） 
（1.00 億円） 
（2.00 億円） 
（2.00 億円） 

 
３．要人往来 
（往訪） 
1994 年 1月 山下徳夫衆議院議員 

1999 年 5月 亀谷博昭農水相政務次官 

2014 年 5月   牧野たかお外務大臣政務官（東カリブ漁業大臣会合出席） 

2018 年 7月   岡本三成外務大臣政務官（東カリブ漁業大臣会合出席） 
（来訪） 
1976 年  ゲイリー首相 

1993 年 5 月 ノエル通信・公共事業・公益事業担当国務大臣 

     10 月 ブリザン農業・土地・林業・漁業・貿易・産業大臣 

1996 年 7 月 ミッチェル首相、ホワイトマン漁業大臣 

1998 年 3 月 バプティスト農業・国土・森林・漁業大臣 

2000 年 11 月 ニムロッド外務大臣（日・カリブ閣僚レベル会議） 

2001 年 1 月 チャールズ農水大臣 

2004 年 6 月 ボーウェン副首相兼農業大臣（水産庁シンポジウム出席） 

2005 年 1 月 ミッチェル首相、ニムロッド外務大臣 

（国連防災世界会議〈神戸市にて開催〉に出席） 

2007 年 2 月   ボーウェン副首相兼農業大臣（ＩＷＣ正常化会合） 

2010 年 9 月     デービッド外務大臣（第 2回日・カリコム外相会議） 

2011 年 3月   フッド外務大臣（第 9回気候変動に対する更なる行動に関する非公式会合） 

2012 年 10 月   バーク財務・経済・計画・エネルギー・協同組合大臣 

（ＩＭＦ・世銀年次総会） 

2014 年 4 月  ボラ農業・国土・森林・漁業・環境相 

（鯨類を含む海洋生物資源の持続可能な利用に関する会議） 

2014 年 11 月    スティール外務・国際ビジネス相（第４回日・カリコム外相会合） 

2018 年 6 月   ダブレオ気候強靱性・環境・農業・森林・漁業・防災・情報省付森林・漁業

担当大臣（水生生物資源の持続可能な利用に関するする会合） 

2019 年 7 月    同上 
 
４．文化・人的交流 
１９９７年度に国立中高等学校オーケストラに対する楽器供与（４，６６０万円）の文化無
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償協力を、また、シーラ・バックマイア記念図書館に対する図書寄贈を１９９７年度（約３２

万円）、２０００年度（約２６万円）及び２００２年度（約１９万円）の３回にわたり実施し

ました。人的交流事業では、２０１３年以降、カリコム若手外交官招聘プログラムで計６名が

参加しています。また、２０１４及び２０１５年度に文部科学省国費外国人留学生（研究留学

生）各１名、計２名が来日しています。 
２０２０年東京オリンピック（２０２１年開催）のグレナダのホストタウンは鹿児島県知

名町で、２０１９年６月には、同国からレコード会社社長やミュージシャン４名が同町を訪

問してライブを開催しました。また、グレナダから参加している研究留学生１名が、今井町

長からアドバイザーとして任命され、堪能な日本語で通訳をするなどの交流が行われまし

た。 
 
５．在留邦人 
２０２４年２月現在、在留邦人は０人です。 
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Ⅴ 旅行者のために 
１．通貨・両替 
 

単位：東カリブドル 
１米ドル=２．７東カリブドルで固定 
紙幣：５、１０、２０、５０、１００ドル 
硬貨：１、２、５、１０、２５セント 

東カリブドルへは、銀行やホテルで両替可 
米ドルもほとんどの場所で使用可だが、お釣りが東カリブドルで返っ

てくる可能性が高い。 
２．電話 グレナダの国番号：１－４７３ 

 
グレナダにかける場合 
１－４７３＋相手先電話番号（７桁） 
 
グレナダからかける場合 
国際電話：０１１（＊）＋国番号（日本の場合８１）＋最初のゼロを

除いた電話番号 
＊国番号が 1 の地域〔北米・カリブ等〕は「０１１」不要 

３．電圧 電圧：２３０ボルト、周波数：５０ヘルツ 
プラグの形状：Ｇタイプ 

４．観光情報 グレナダ観光局（Grenada Tourism Authority） 
https://www.puregrenada.com/ 
グレナダ・ホテル観光協会（Grenada Hotel & Tourism Association） 
https://ghta.org/ 

５．交通手段 タクシーは政府指定の国内均一料金となっている。料金表は観光局で

入手可能だが、利用前に、目的地までの料金、料金単位が米ドルか東

カリブドルかを運転手に確認することが重要。 
６．治安 他のカリブ諸国と比較して治安が良いと言われていますが、人口比の

犯罪件数は多く、違法銃器を使用した犯罪も多発傾向にあることから

注意が必要です。 
観光立国である反面、外国人を狙った窃盗事件、特に、観光地やビー

チにおける窃盗（すり、置き引き等）が多く発生しています。治安対

策として、観光客が多く集まる地域に警察官を大量投入し、犯罪抑止

活動を行っています。 
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Ⅵ 主要連絡先 
警察  911 
救急車  434（General Hospital） 

 724（Princess Alice） 
 774 (Princess Royal) 

消防署  911 / 440-2112 
国際空港 
モーリス・ビショップ国際空港 

 
 444-4555/4101 

航空会社 
・カリビアン航空 
・LIAT 
 
・英国航空 

 
 (1-800) 744-2225 
 (1-268) 480-5601 (予約) 
 444-4121/22(フライト情報) 

 (1-800) 247-9297 
在トリニダード・トバゴ日本国大使館 
（グレナダを管轄） 

5 Hayes St. St. Clair、 Port of Spain、 Trinidad 
and Tobago、 W.I. 

 (1-868) 628-5991 
（電話番号はグレナダからかける場合の番号） 
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参考資料１ 

グレナダ閣僚名簿 

２０２４年１月組閣 
２０２４年２月現在 

 
１．閣僚                          NDC：国民民主会議 
（１） 
 

首相兼インフラ・物的開発・公益事

業・民間航空・運輸大臣兼・国家安全

保障・内務・行政・情報・災害管理大

臣 
Prime Minister and Minister for 
Infrastructure & Physical 
Development, Public Utilities, Civil 
Aviation & Transportation and 
Minister for National Security, 
Home Affairs, Public 
Administration, Information and 
Disaster Management 

ディコン・ミッチェル 
The Honourable Dickon 
MITCHELL 

NDC 

（２） 
 

外務・貿易・輸出開発大臣 
Minister for Foreign Affairs, Trade 
& Export Development 

ジョセフ・アンドール 
The Honourable Joseph 
ANDALL 

NDC 

（３） 
 

経済開発・計画・農業・土地・林業・

海洋資源・共同組合大臣 
Minister for Economic 
Development, Planning, 
Agriculture and Lands, Forestry, 
Marine Resources and 
Cooperatives 

レノックス・ジョン・アンドリ

ュース 
The Honourable Lennox 
John ANDREWS 
 

NDC 

（４） 財務大臣 
Minister for Finance  

デニス・コーンウォール 
The Dennis CORNWALL 

NDC 

（５） 
 

カリアク及びプチ・マルティニーク

問題・地方自治大臣 
Minister for Carriacou & Petite 
Martinique Affairs and Local 
Government 

テヴィン・アンドリュース 
The Honourable Tevin 
ANDREWS 

NDC 
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（６） 
 

保健大臣 
Minister for Health 

フィリップ・アルフレッド・テ

レスフォード 
The Honourable Philip 
Alfred TELESFORD 

NDC 

（７） 
 

動員・実施・変革大臣 
Minister for Mobilisation, 
Implementation & Transformation  

アンディ・ウィリアムズ 
The Honourable Andy 
WILLIAMS 

NDC 

（８） 
 

気候変動対策・環境・再生可能エネル

ギー大臣 
Minister for Climate Resilience, 
The Environment & Renewable 
Energy  

ケリーン・ゼネーレ・ジェーム

ズ 
The Honourable Kerryne 
Zennelle JAMES 

NDC 
女性 
 

（９） 
 

司法長官兼法務・労働・消費者問題大

臣 
Attorney General & Minister for 
Legal Affairs, Labour and 
Consumer Affairs 

クローデット・ジョセフ 
Senator the Honourable 
Claudette JOSEPH 

上院議員 /
女性 
NDC 

（１０） 
 

教育大臣 
Minister for Education 

デビット・エヴリン・アンドリ

ュー 
Senator the Honourable 
David Evlyn ANDREW 

上院議員 
NDC 

（１１） 
 

青年・スポーツ大臣 
Minister for Youth and Sports 

ジョナサン・ラクレット 
Senator the Honourable 
Jonathan LACRETTE 

上院議員 
NDC 

（１２） 観光・創造経済・文化大臣 
Minister for Tourism, the Creative 
Economy, and Culture 

アドリアン・オーガスティン・

トーマス 
Senator the Honourable 
Adrian Augustine THOMAS 

上院議員 
NDC 

（１３） 社会・地域開発・住宅・ジェンダー問

題大臣 
Minister for Social and Community 
Development, Housing and Gender 
Affairs 

グロリア・アン・トーマス 
Senator the Honourable 
Gloria Ann THOMAS 

上院議員 /
女性 
NDC 

（１４） メンタルヘルス・福祉・宗教大臣（マ

ウントゲイ精神病院特別 
担当） 

デルマ・トーマス 
The Honourable Delma 
THOMAS 
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Minister for Mental Health, 
Wellness and Religious Affairs 
(with special responsibility for the 
Mt.Gay Psychiatric Hospital 

 
２．政務次官（Parliamentary Secretary） 
（１） 観光・創業経済・文化省政務次官 

Parliamentary Secretary within the 
Ministry of Tourism, Creative 
Economy and Culture 

クインク・ブリットン 
Senator the Honourable 
Quinc BRITTON 

NDC 

 
当館注：国務大臣及び省付大臣は，担当省庁の全責任を有する大臣と異なり，省

内において特定の担当分野に責任を有する。２０２４年２月現在，同名簿に記載

される全ての閣僚が閣議に出席する（参考：憲法第５９条及び外務省情報によ

る）。 
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参考資料２：グレナダ祝祭日（２０２４年） 
１月 １日 NEW YEAR’S DAY 元旦 

２月 ７日 INDEPENDENCE DAY 独立記念日 

３月２９日 GOOD FRIDAY グッド・フライデー 

４月１８日 EASTER MONDAY イースター・マンデー 

５月 １日 LABOUR DAY レイバーデイ 

６月 ６日 WHIT MONDAY ウィット・マンデー 

６月１６日 CORPUS CHRISTI 聖体の祝日 

８月 １日 EMANCIPATION DAY 奴隷解放記念日 

８月 ８日 CARNIVAL MONDAY カーニバルマンデー 

８月 ９日 CARNIVAL TUESDAY カーニバルチューズデー 

１０月２５日 THANKSGIVING DAY サンクスギビング 

１２月２５日 CHRISTMAS DAY クリスマスデー 

１２月２６日 BOXING DAY ボクシングデー 

 



２０２４年２月  

在トリニダード・トバゴ大使館 
当館管轄国と日本の貿易関係 （２０２２年全期） 

 
アンティグア・ 

バーブーダ 
ドミニカ国 グレナダ 

ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧｰ･ 

ネービス 
セントルシア セントビンセント 

トリニダード・ 

トバゴ 
ガイアナ スリナム 

対日輸入

総額 

1,450,544 

(619,136) 

554,396 

(506,177) 

1,128,546 

(683,325) 

861,805 

(387,687) 

1,654,054 

(1,164,733) 

677,253 

(513,088) 

14,728,545 

(8,546,026) 

12,696,486 

(9,148,809) 

8,902,515 

(6,427,637) 

主要 

輸入品目 

自動車 

1,329,534 

映像機器 

14,238 

ポンプ及び遠心

分離機 

9,410 

自動車  

390226 

建造物及び同

建設材 

41,610 

原動機 

15,826 

自動車      

1,044,941 

原動機 

47,122 

 

自動車 

 464,709 

船舶類 

360,218 

ポンプ及び遠心

分離機 

3,171 

    

自動車 

    1,510,903 

自動車部品 

23,851 

構造物及び同

建設材 

9,011    

自動車 

568,298 

原動機 

20,768 

ポンプ及び遠心

分離機 

11,634 

自動車 

11,305,105 

原動機 

809,168 

自動車部品 

723,702 

ゴム製品 

211,717 

 

自動車 

10,672,717 

原動機 

476619 

自動車部品 

222,124 

自動車 

6,887,762 

ゴムタイヤ及び

チューブ 

896,332 

原動機 

245,641 

   自動車部品 

73,650 

対日 

輸出総額 

32,394 

(1,674) 

57,976 

(31,894) 

0 

(1,758) 

480 

(2,085) 

1,383 

(6,734) 

428,507 

(73,041) 

25,436,848 

(11,275,924) 

546,990 

(860,026) 

657,350 

(399,797) 

主要 

輸出品目 

肉類及び同調

製品 

32,394 

 

 

衣類及び附属品 

28,169 

精密機器類 

11,992 

 

 電気機器 

480 

  

アルコール飲料                

1,383 

 

 

魚介類 

426,197 

電気回路等の

機器 

2,310 

 

有機化合物 

    16,539,506 

液化天然ガス 

8,653,021 

非鉄卑金属くず

132,604 

アルコール飲料 

51,234 

非鉄金属鉱 

487,814 

生きた動物

28,130 

アルコール飲料

23,964 

      

魚介類             

617,371      

木材 

31,650 

生きた動物    

6,998 

 

対日 

貿易収支 

-1,418,150 

(-617,462) 

-496,420 

(-321,941) 

-1,128,546 

(-681,567) 

-861,325 

(-385,602) 

-1,652,671 

(-1,157,999) 

-248,746 

(-440,047) 

-10,708,303 

(-2,729,898) 

-12,149,496 

(-8,288,783) 

-8,245,165 

(-6,027,840) 

＜単位＞1,000 円 /＜出典＞財務省貿易統計：国別総額表，国別概況品別表(  )内 2022 年総額 


